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「戦後総決算」の一考察

中曽根時代とその後

初 瀬 龍 平

はじめに

 「戦後総決算」 とは、第2次 大戦後 の 日本 の政治 ・外 交 ・社 会のや り方の

総体 を見 直そ うとす る政 治 的意 思 ・政策 を指 す言葉 であ る。「戦後総 決算」

を代 表するのは、 中曽根康弘首相(1982年11月 ～87年11月)の 「戦後政治の

総決算」 である。 しか し、 この言葉 を最初 に用 いたのは、1971年 の 自民党有

力政治家 ・大平正芳(の ちの首相1978年12月 ～80年6月)の 「戦後の総決算」

であ る。中曽根 の25年 後 には、安倍晋三首相(2006年9月 ～07年9月)が 「戦

後 レジームか らの脱却」 を提唱 してい る。

 同 じ 「戦後総決算」 とい って も、「戦後」 の とらえ方が、一様であ る訳で

は ない。大平 と中曽根 の間には、違いがあ り、中曽根 と安倍の 間に も、違い

がある。 しか し、この3人 に共通 している面 もある。本論 では、中曽根 の 「戦

後政治の総 決算」 を中核 にお きなが ら、1970年 代後半 か ら2000年 代 にいたる

時 間幅で、「戦後総決算」 の展 開について分析 してい く。そのなかで、「戦前」・

「戦後」 の とらえ方や、それぞ れの政策 に関連 して、 どの ような面 で共通性

があ り、 どの ような面 で相違点があ るのか、 また、それ らの時代的背 景や世

代 間の差異 に も注 目す る。 この作業 を通 じて、「戦後総決算」 の時代性 と歴

史性 を明 らかに したい。

 以下、第一に 「戦後」 の原点 と 「戦後総決算」の関係 、第二 に1970年 代 の

「戦後の総決算 」、第三 に1980年 代 の 「戦後政治の総決算」、第四 に 「戦後 レジー

ムか らの脱却」 な ど、1990年 代以降の展開 を整理する。最後 に、全体の議論
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表1 「戦後総決算」の歴史的背景

戦後総決算

封印 ・埋 め込 み

国内政治

外交

経済

ナシ ョナ リズム

戦後総決算

日本国憲法(占領政策)

東京裁判(占領政策)

平和条約(占領政策)

政治体制

憲法改正 ・政 府

憲法改正 ・保守政

治家

護憲

教育基本法

ネオリベラル ・国内

国際政治

アジア国際政治

アジア政治

外交

安全保障

集団的自衛権・政府
      異論

国際連合

国際経済

日本経済

対外経済

ネオリベラル ・対米

国民生活

ナ シ ョナ リズム

靖国参拝

歴史認識

教科書問題

東京裁判

パル判決

入管体制

国際化

1950～60年 代

もはや戦後ではない

1970年 代

戦後総決算 ・大平(=吉 田+民 主主義)

 国民主権 と、

 平和 主義 と、

象徴 天皇制 と、

 平和 条約 と、

占領政治脱却、55年 体制の成立

改憲と護憲

鳩 山内閣、 自民党

保守本流、非武装中立

終戦から冷戦へ

朝鮮戦争

独裁体制

新 旧 日米安保(反 ソ ・中)、 日韓基

本条約

吉田路線

否定

国連加盟へ

経済復興

貧窮

うれうべき教科書

吉田 ・裁判支持

批判1962年 に

神話化

旧植民地人 ・国籍剥奪

55年 体 制

護憲

保守本流、非武装中立

小 さい政府 ・大平

米 中和解、 日中国交 回復 、中 ソ対決

ベトナム戦争

開発独裁、権威主義体制、韓国民族
主義

日米安保(反 ソ)、 日中 国交 回復

吉田ドクトリン
非武装中立
非核三原則

否定

ア ジア ニーズ

所得倍増

日米経済摩擦

大東亜戦争肯定論

家永裁判 ・杉本判決

くすぶ る批判

old comers

(出所)筆 者作成
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1980年 代

戦後政治の総決算 ・中曽根(e反 吉田)

1990年 代 2000年 代

戦後 レジー ム脱 却 ・安部

埋め込まれた排外主義
埋め込まれた自衛権

封じ込まれた東京裁判批判(戦 争肯定論)
残 された領土確定

55年 体制

公式には否定

中曽根

保守本流、非武装中立

中曽根/改 正理念

中曽根 の臨調 ・民 営化 ・労組潰 し

新冷戦

イン ドシナ問題

民主化、天安門事件

対米軍事 協力、政 治大国、国際 責任

論、 日韓経 済 協 力、 日中 友好21世

紀委 員会

中 曽根 の対 米 軍事 協 力 ・1%枠 撤

廃 ・ペル シャ湾掃海艇 断念

否定

中曽根

敵国条項削除の狙い

プラザ合 意、円高不況

経 済 大 国 、Japan as No.1、 空 洞 化

前川 レポー ト、 日米構造協議、 海外

直接投資

MOSS協 議

経済大国/中 流意識

中 曽根 の伝統的 ナ ショナ リス ト・単
一民族論

中曽根 ・1回 のみ で中止

中曽根のアジア侵略認定・近隣諸国
条項

第1次 ・第2次 で外 交 的 解 決、保

守派 の教 科書、藤尾 文相罷 免

批判の明瞭化、中曽根はパス

new comers

中曽根 の国際国家 ・留学生 ・日文研、

外国人人権 、指紋押捺

55年 体制の崩壊、連立政権、社会

党消滅、連合の成立

公式には否定

中曽根

保守本流、非武装主義

冷戦終焉 、 グローバル化、 国際協 調

アジア国民国家体系

中国ナ シ ョナ リズム

樋 ロ レポー ト、 日米安保 再定義、 国

際貢献論

安保再定義
PKO参 加

否定

バブル経済

空洞化

日米構造協議

国旗 ・国歌 法

細川 ・河野 ・村山発言、 国内政治問

題

自由主義史観、国内強硬派の政治集
団化

批判派の政治勢力化

90年 改正

多文化共生、外国人労働者、地方参
政権

二大政党

国民投票法

中曽根、小泉、安倍

旧保 守本流、連合、9条 の会

安倍/改 正実行

小泉の郵政民営化

グ ローバ ル化、反テ ロ戦 争、

力支配の世界

ア メ リ

東アジア共同体論

北朝鮮問題

自衛隊イラク派遣

否定

安倍

常任理事国入りの狙い

中国の経済大国化

バブル崩壊

金融の自由化

金融の自由化

格差社会

安倍 の保守 的ナ ショナ リス ト、国内

外 のナ ショナ リズム対立

小 泉強行、安倍取 りやめ

安 倍 「その 時代 の国 民の 目で」・ア

ジア解放

教科書の日韓 ・日中共同研究

安倍/批 判派勢力

安倍/遺 族訪問

安倍/三 都主、多文化共生
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を総括する(表1「 『戦後総決算』の歴史的背景」参照)。

1 「戦 後」 の 原点 と 「戦 後 総 決算」

 戦後 日本 の出発 は、連合 国の 占領 政策、実際に はア メリカの占領 政策 と、

それに対す る日本側 か らの微妙 な修正の もとに進め られた。新 しい憲法(日

本 国憲法、1946年1年11月3日 公布、47年5月3日 施行)は 、基本 的人権、

国民主権、平和 主義、象徴 天皇制 を特色 としていた。東京裁判(46年5月 一

48年11月)は 、戦前 日本 の政 治指導者 ・軍事指導者 な ど28名 を 「平和 に対す

る罪」、「通例の戦争犯罪」、「人道に対す る罪」で裁 くものであった。少 し後

年のこ とであ るが、対 日平和条約(1951年9月8日 調印、52年4月28日 発効)

と、その後の近隣諸国 との平和 条約(52年 日華平和 条約、78年 の 日中平和友

好条約)、 国交正常化 の条約(65年 の 日韓基本条約)は 、 日本 を国際社会 に

復帰 させ る ものであ った。いずれ も、戦後 日本の民主主義、平和主義、 国際

協 調主義 を指 向 していた。

 「戦後総 決算」が 問題 とす るのは、 一般的 に、 これ らの戦 後 日本 の理念、

もし くはそ の運用 の仕 方であ る。 そ こで、「戦後」(反 戦 ・平和)の 否定 は、

反射的 に 「戦前」(戦 争 ・侵 略)の 肯定 となる。 しか し、 「戦 後総決算」 が、

すべての 「戦後」を否定 しているのではない。 「戦後」も長 くなってい るか ら、

初期の 「戦後」 と対 立的 な 「戦後」 も生 まれている。 「戦後 総決算」 は、 日

米安保体制 とい う 「戦後」や、 ネオ・リベラ リズムの国内改革(小 さい政府)

とい う最近 の 「戦後」 を肯定す ることになる。

 ところで、 い ま振 り返 ってみ ると、平和主義、 国民主権 、国際協 調主義な

ど戦後 日本政治 の原点 には、 「戦後総決算」へ の補助 線が、 目立 たない形で

埋め込 まれていた(あ るいは封 じ込 まれていた)(1)。

(1)「埋め込む」「封じ込む」という表現は、「密約」(日米安保体制に伴う)と は意味が異

 なる(石 井2010参照)。「密約」はその存在自体が関係国民に隠されているのに対して、

 本論が注目するのは、公表、明記されていることについての、見逃されがちな解釈の

 力である。
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 第一に、 日本国憲法 は、前文 で平和主義 を謳い、第9条 で 「戦争の放棄 と

戦力 及び交 戦権 の否認」を明記 して いる。第9条 第1項 は 「日本 国民 は、正

義 と秩序 を基調 とする国際平和 を誠実 に希求 し、国権 の発動たる戦争 と、武

力 に よる威嚇又 は武力 の行使 は、国際紛争 を解 決す る手段 としては、永久 に

これを放棄す る」 と規定 し、同第2項 は 「前項 の 目的 を達するため、 陸海空

軍 その他 の戦力 は、 これを保持 しない。国の交戦権 は、 これを認 めない」 と

規定す る。 問題 は、 第2項 の 「前項 の 目的を達す るため」 とい う但 し書 きで

ある。 これがあ る ことに よって、 「前項の 目的 を達す るためでない」戦力 は

保持で きる、 とい う解釈が生 まれる余地、す なわち自衛権 の可能性が生 まれ

る。 この但 し書 きは、 日本 政府原案 に もなか った ものが、特別委員会(芦 田

委員会)の 審議 中 に付 け加 え られ た ものであ る(古 関2009、290-304頁)。

平和 主義 のなか に自衛権、 自衛戦争 の可能性が埋め込 まれていた。 「戦後 総

決算」 では、 ここの ところが肥大化 してい く。

 第二 に、占領終 了後 の 日本 は、近隣諸国 との関係 で、台湾 との平和条約(1952

年)、中国 との平和友好条約(78年)、 韓国 との国交回復 の基本条約(65年)で 、

領土 問題 を棚 上 げ しただけで な く、戦前 の 日本盟 主意識 を引 きず った まま、

相手 国の国民 の要求や希望 を排 除 し歴 史認識 問題 も回避す る形 で、交渉 を進

め た(和 田1992/川 島な ど2009/鄭2011/毛 里2006)。 最終的 には、 日韓共

同 コ ミュニケ(1956年6月20日)の 「過去 の関係 は遺憾 であって、深 く反省

してい る」 と、 日中共同声 明(72年9月29日)の 「過去 において 日本国が戦

争 を通 じて中国国民 に重大 な損害 を与 えたことについての責任 を痛感 し、深

く反省 す る」が、政府間 レベルにお ける 日本政府の歴史認識 の公式態度 となっ

た。 しか し、 この ように、戦後 日本の国際社会復帰 で重要 な条約 に、近隣…諸

国 との 「歴 史認 識問題」 の芽が埋 め込 まれていた。

 第三に、東京裁判 の批判 は、アメ リカの占領下で、封 じ込 まれていた。マ ッ

カーサー総 司令官 に よる昭和天皇不 訴追の決定 もあって、 日本国民か らす る

裁 判へ の関心 は薄 く、批 判 の 目も弱 か っ た(Futamura 2008, pp.69-71)。
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しか し、占領 が終 わる と、この封 印は開かれ ることになる。東京裁判批判は、

「歴史認識問題」 のなかで強 まってい く。いずれ にせ よ、東京裁判 のなかに

封 じ込 まれ た問題が、「戦後 総決算」 で意識的に取 り上 げ られ るこ とになる。

 第四に、 日本国憲法第11条 は 「国民 は、すべての基本 的人権 の享有 を妨げ

られない。」 と規定 してい る。国民 とは、 日本国籍 を有す る者(憲 法第10条 、

お よび国籍法[1950年7月1日 施行])で ある。 では、外 国人、す なわち 日

本国籍 を有 しない者 には、基本 的人権 は、 どの ように保障 されるのであ ろう

か。憲法制定過程 で、GHQ(連 合 国総 司令部)案 で は、「すべ ての 自然人(All

natural persons)は 法の前 に平等である」 となっていたが、 日本側の審議過

程のなかで 「人 問の平等」 が 「国民の平等」 に取 り替 え られた(古 関2009、

173頁)。 この ようにみ る と、 「国民 主権 」は外 国人排 除の可能性 を内包 す る

ものであった。平和 条約発効 時で、外 国人のほ とん どが、 日本 国籍 を奪 われ

た旧植民地の人 々(ほ とん どが韓 国 ・朝鮮人、ついで台湾人)で あった。彼

らには日本国内で権利 としての人権 の保障が なか った。 この ことは、「戦後

総決算」 のなかで 「国際国家 日本 」や 国際化の議論 に関係 して くる。

 第五 に、対 日平和条約であ る。 このサ ンフランシス コ会議 には、朝鮮、中

国は招 かれず、 ソ連 は参加 したが、署名 しなかった。条約 のなかで、 日本が

放棄するこ とになった、千島列島が どこか らどこまでが明記 されていなか っ

た。竹 島 ・独 島は、韓国側 の強い要請 に も拘わ らず 、最終 的に放棄先 には明

記 されなか った。 アメリカは、千 島列 島、竹島 ・独 島では、 日本 と相手国の

領土紛争 の芽 を残 した ままにしていた(原2005/孫 崎 2011)。 このこ とは、

本論 での 「戦後総決算」 とは直接 には関係 しないが、 日本人 のナシ ョナ リズ

ムを喚起す る契機 として、「歴史認識 問題」で触 媒的働 きをす る ことになる。

2 「戦 後 の総 決算 」-1970年 代 一

 「戦後総決算」の さきがけは、「神武景気」のなかでの1956年 版 『経済 白書』

の標 語 「もはや戦後 ではない」であ る。それ は、後年か ら振 り返 る と、「敗
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北 を抱 きしめて」(ジ ョン・ダウアー)の 日々か ら離脱 し、「国民所得倍増」(池

田勇 人首 相、1960年)へ の一 歩 とな る もの で あ った(Dower 1999/中 村

1993)。

 「戦後の総決算 」とい う用語 を最初 に使 ったの は、大平正芳 である。大平 は、

1971年9月 にその率い る派閥 「宏池会」青年研 修会での講演 「日本の新 世紀

の開幕」で 「わが国は、い まや戦後 の総決算 ともい うべ き転機 を迎 えてい る。

これ までひたす ら豊か さを求めて努力 して きたが、手 に した豊か さの中には

必ず しも真 の幸福 と生 きがいは発見 されていない。…な りふ りか まわず経済

の海外 進出を試 みたが、 まさにそ の進 出の激 しさの故 に外 国の嫉視 と抵抗 を

受け るようになって きた」 と説 き、戦後 日本の経済成長主義 に警鐘 を鳴 らし

ていた(大 平1977、97頁)。

 大平 は、首相就任後 の施政方針演説(1979年1月25日)で 、総合 的安全保

障(節 度あ る自衛力、 日米安保体制)、 日米友好 関係 の維持 ・強化、市場経

済 の維持、内需拡大、政府 開発援助 、行政 の簡素化、財政再建 、 日本型福祉

社会(家 庭基盤の重視、 自立 自助 ・思いや り ・相互扶助の仕組 み、適正 な公

的福祉 など)な どを強調 した。大平 の政治主張 は、中 曽根 とは、護憲 と軽軍

備 ・経済 主義(吉 田 ドク トリン)の 尊重 とい う点 で違 ってい た(福 永2008、

225、270頁)。 しか し、 日米安保体 制の強化 、小 さい政府、福祉 政策の見 直

しという点では、大 平 は中曽根 と同 じくネオリベ ラル的であった。 日本政府

として初めて公 式に、アメ リカを日本の 「同盟 国」 である、と発言 したの も、

79年5月 訪米時の大平首相 であった(川 内1982、130頁/福 永 2008、243頁)。

大平の施政方針演説 の作成 には、香 山健一(学 習 院大教授)、佐藤誠三郎(東

大教授)、 公 文俊 平(東 大教授)が 関係 していた(川 内1982、101頁)。 この

3人 は、その後 中曽根 の有力 な学者 ブ レー ンとな る人々であった(中 曽根 首

相 時代 に高坂正発 ・京大教授が加 わった)。80年6月 に大平首相が急逝せず、

大平 政権 が続 いていた場合 に、 中曽根政権 と同様 のネオ リベ ラル的 「戦後 総

決算 」政策が展 開されたか もしれ ない。
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3「 戦後 政 治の 総決 算 」-1980年 代 一

 中曽根 政権 は、「戦後政治 の総決算」を政策 目標 に掲 げた(2)。その狙 いは、「敗

戦 の結果失 わ れた良 き もの を取 り返 し、 日本 の本 来の扉 を開 く」(中 曽根

2004、17頁)こ とにあった。それ は対外 的に 「世界の平和 と繁栄に積極 的に

貢献する国際国家 日本の実現」 と、 国内的に 「二十一世紀 に向けた 『た くま

しい文化 と福 祉 の国』 づ くり」 を 目指す こ とであ った(世 界 平和研 究所編

1995、146頁)。 「戦後 政治 の総 決算 」 は、1980年 代 の経 済大 国化 を承 けて、

政治大国へ の意志表 明で もあ った。

憲法改正問題

 中曽根 は、憲法改正論者 として、 自主防衛論者 として、 また古い タイプの

ナシ ョナ リス トとして知 られた、反 ソ ・反共の戦後派の代 表的 な保守政 治家

であ った。その政策構想 には、大方 の予想 に反 して改憲論へ の言及はなかっ

た。彼 が首相 に就任 した当時、 自民党の内外 に改憲論の勢いがあ り、改 憲論

者か ら中曽根首相へ強 い期待が あった。 しか し、彼 は、就任 直後 に 「内閣は

いま憲法改正 問題 を政治 日程 にのせ るこ とは しない」(1982年12月13日 衆議

院予算委員会)と 明言 した。 これは 「国民 に安心 感」 を与 え、「混乱」 を防

ぐためであった(渡 辺編著2002、278頁)。1986年 に中曽根 は、 自民党衆 議院

議員1年 生の集 ま りの会 で 「私 は現憲法 は米国の押 しつ け憲法 だと訴え、改

憲問題 に取 り組 んで きたが、 国民 の理解 は得 られなか った。…人ロの大 多数

を占め る戦後世代が理解 で きるよ うな、説得力 のある もの を国民 に問いか け

なければな らない」(牧1988A、196頁)と 述べ た。 ここで、彼 は、改憲論 を

放棄 したのではない。彼 の言お うとす ることは、 内容 につい て新 しい世代 を

含 む国民の合 意が得 られるまで、改憲手続 きを延期す るこ とで ある。 この背

景 には、 日本 国憲法 に対す る彼 の一定の評価 も関係 してい た。彼 は現憲法の

なかで、基本 的人権 ・自由 ・平和 ・国際主義 ・人道 主義 ・文化主義 などを 「宝

石の ようにきらめ く」もの として評価 していた。解釈 とい う政治的用具 も残 っ

(2)「戦後政治の総決算」については、別稿(初 瀬2011)参 照。
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ていた。現 憲法 で も、 自衛隊の存 在 も、個 別的 自衛権だけで な く集団的 自衛

権 も合 憲 と解釈 で きれ ば、憲 法改 正 を急 ぐ必要 は減 る(中 曽根1978、189、

246頁/中 曽根1996、23頁)。 教 育改革で も、彼 は臨時教 育審議会(1984-87

年)を 設置 したが、教育基 本法の改革は見送 った。

行革

 大平後 の鈴木善幸内閣(1980年7月 一82年11月)で 、 中曽根 は行政管理庁

長官 として、第二次臨時行 政調査会(土 光敏夫会長)の 直接責任者 となって

いた。 その第一次答 中(緊 急提 案)(81年7月)は 、行革(行 財政改 革)の

理念 を 「活力あ る福祉社会 の実現」 と 「国際社 会に対す る貢献 の増大」 と表

明 した。 この2つ の理念 は、翌年誕生 の中曽根 政権 で、 その まま 「戦後政治

の総決算」の基本 的スローガ ン(上 述)と なった(中 曽根1996、369頁)。 中

曽根 は、行革 を米国の レーガ ン大統領、英国のサ ッチ ャー首相の改革 と並べ、

「いず れ も従 来のケ インズ理論 を中心 に した管理 され た経済 と、過剰 な福祉

主義 によるス タグフ レーシ ョン、そ して勤労規律 の弛緩の克服 を目指 し、経

済 的 自由主義 を主軸 に、市場機能の伸長、民営化、規制解除、補助金削減 な

どに よるいわゆる"民 活"の 奨励 と"小 さな政府"を 期 した」(中 曽根1992、

305頁)も の と説 明す る。 この三 人 は 「自由な経 済、強 い 国家 」(Gamble

1988)を 求めていた。行革 の効果 は、中曽根 による と、「国鉄 の分割民営化(87

年4月 実現)は 、国労 の崩壊、総 評の衰退、社会党の退潮 に拍 車 をか けて、

55体 制 を終末 に導 く大 きな役割 を果た した」(中 曽根2004、170頁)。1990年

代 に、冷戦の終結 もあつて、戦後 日本政治 は大 きな変動期 に入 ることになる。

日米関係

 外交政策の核 は、「吉田方式」(吉 田 ドク トリン)の 是正 にあった。 中曽根

の考 えでは、吉 田首相 は、経済復興 のみ に目を奪 われ、経済第一主義 を とり、

防衛 や憲法問題 について長期 的基本 的国家観 を持たずに、利 己的な一 国平和

主義 をすす めて きた(中 曽根1996、419頁 。 中曽根1998、101-102頁 。中曽

根2004、50-51頁 。 中曽根 な ど2004、85-87頁)。 これ に対 して、 中曽根 が
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推進 したのは、 日本の防衛 力の増 強、 自衛 隊の海外 派遣、 と日米 同盟 関係 の

強化であった。すで に1970年9月 の訪米時に、 中曽根 は防衛長官 として、 レ

アー ド国防長官 に米 軍の核持 ち込 み を容認す る発 言 を していた(朝 日新 聞

2000年12月20日)。

 対米関係 で、 中曽根 はロナル ド ・レーガ ン大統領 との 「ロ ン ・ヤス」 関係

を強調 した。 中曽根 は、 レーガ ンとの会談(1983年1月)で 、 日米 は 「運命

共同体 で、 同盟 関係 にあ る」 との見解 を表 明 し、新 聞記者 に、 日本列 島はソ

連の空軍、海軍 に対 して大 きな空母の ようなものである(通 訳 の意訳 で 「不

沈空母」 と訳 されたが、首相 はそ のまま 「不沈空母」訳 を認 め る)、 と説 明

した(牧1988A、66、67頁/牧1988B、68-77頁)。1983年 には、 中曽根 は、

ソ連が先 に東欧 に配備 したSS20を 撤去 しな けれ ば、 アメ リカは12月 まで に

パー シングⅡ を西欧 に配備す るとい うNATO(北 大西洋条約機構1)決 定 を

積極 的に支持 した(中 曽根1996、430頁)。 これ は、NATOの 対 ソ戦略 を 日

米安保 の対 ソ戦略 と結 びつ けるものであった。 しか し、首相 としての中曽根

は、専守防衛 を受 け入れ、非核 三原則(67年 以 降、持たず、作 らず、持 ち込

ませず)に つ いて も支持 を公言 していた(3)(中 曽根1978、247頁)。

 1987年9月 に、 中曽根首相 は、 イラン ・イラク戦争 に関連 してペル シャ湾

に、 自衛 隊の掃海艇 あるい は海上保安庁の巡視船 を派遣 しようとしたが、後

藤 田正晴官房長官 は 「ペル シャ湾 は既に交戦海域 になっている。軍事紛争 に

巻 き込 まれる恐 れのある行動 は絶対 にとってはいかん… 自衛艦 とか巡視船 と

か をペルシャ湾 に派遣すれ ば、イ ランは必ず 日本 を敵視 します」 と述べ 、官

房長官の職 を賭 して反対 した(後 藤 田1989、104-107頁)。

歴史認識 問題

 靖 国神社公式参拝 は、 「戦 後政治 の総決算」 の もう一つ の核 で あった。 中

曽根首相 は、1985年8月15日 に靖国神社 に公式参拝 した。彼 の言葉 によれば、

(3)中 曽根は首相 として、 日米間の核持 ち込み(introduction)密 約 を知 っていたに違い

 ない(朝 日新聞2010年3月10日)。
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85年 は「ち ょう ど終戦四〇年の記念 の年で あった。歴 史の区切 りであ るか ら、

日本国の総理大 臣 としては公式 の資格 で英霊 に相対 しなければな らない と感

じた」(横 山1994、31頁)。 しか し、 この公式参拝は、中国、韓国 などアジァ

諸 国か らの強い抗議 を呼び起 こした。 この とき、 中曽根 は、「開明的で親 日

的 な政治家 」であ る胡耀邦総書記が失脚す ることをおそれ、 これ以上の靖 国

参拝 を止め ることに した(中 曽根1996、463頁)。

 1986年 に教科 書問題が起 こった。高校用教科 書 『新編 日本 史』の内閲本が、

5月27日 に検定審議調査会 で合格 となったが、その3日 まえ、24日 の 『朝 日

新 聞』 が、 この 「復 古調」教科書 をス クー プ した記事 を掲載 した。 これ を契

機 として、韓国 をは じめ、中国な どアジア諸国の政府、新 聞、世論が、近現

代 日本の対外行 動か ら侵 略色 を薄め る記述 に関 して、激 しい抗議活動 を展 開

した。 これ を受けて、文部省 は、政府 と外 務省 と協議 して、5月30日 か ら7

月3日 にかけて、82年 の 「近隣…諸国条項」(「近隣…のアジア諸国 との間の近現

代 の歴 史的事象 の扱 いに国際理解 と国際協 調の見地 か ら必要 な配慮 が されて

い るこ と」 『朝 日新 聞』82年11月24日 夕刊)を 使 って、検 定終 了後の 内閲本

に対 して、 一般 の検 定手続 きを越 えて、全体 で4回 の修正要求(計127カ 所)

を指示 した。問題 の教科書 は、基本的 に修 正要求に応 じて、7月7日 に検定

合格 となった。 これ をもって、外交問題 は、一旦終息 した(村 尾1987/高 橋

1986/段2007)。 しか し、藤尾正行 文相(86年7月22日 就任)が 、9月 発行

の 『文藝春秋』10月 号 で、「日韓 の合邦 とい うのは、 …形 式的 にも事実 の上

で も、両 国の合 意の上に成立 してい るわけです」(藤 尾1986、125頁)と 発言

し、 日韓 間の外交 問題 に発展 した。中曽根 首相 は9月8日 に藤尾文相 を罷免

し(牧1988A、179-193頁)、 また、9月20日 に訪韓 し、全斗換大統領 に 「心

か ら遺憾 の意」 を表 した(「 朝 日新聞』1986年9月21日)。

 1986年9月16日 に、中曽根首相 は国会で靖 国参拝 に関連 して 「A級 戦犯 の

問題 が惹起 され ました。や は り日本 は近隣…諸国あるいはアジア諸国 との友好

協力 関係 を増進 していかなけれ ば生 きていけない国でございます。…国際関
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係 にお きましては、我が国だけの考 えが通用す ると思った ら間違 いであ りま

して、一方 的通行 とい うもの は危 険であ ります。特 にアジア諸 国等 々の国民

感情 も考 えま して、国際的に通用す る常識 あるいは通念 によって政策 とい う

もの は行 うのが正 しい」 と答弁 した(1986年9月16日 衆議i院本会議)。 この

考 えは、教科書問題 にも適用 される ものであった。 さらに、 中曽根 は、次の

ようなアジア認識 をもっていた。

 「戦争 によって世界 の諸 国 に、 と くにアジアの 国々に非常 な災 難 をひ き起

こした ことは、どう見 て も日本 の黒星 であ り、きわめて大 きな責任があ る」(中

曽根1978、188頁)。 「日本 の場合 は、 イギ リス、 アメ リカに は普 通の戦 争、

中国、東南 アジアには侵 略、韓 国には併合 とい う帝国主義 的行為 をや ってい

るんです ね。や は り間違いは間違 い として反省 し詫びるべ きだ と思い ます よ」

(中曽根1996、61頁)。 「東 京裁 判史観 は正 当で はない」 と思 うが、「昔の皇国

史観 には賛成 しない」(中 曽根2004、32頁)。1945年 の敗戦 当時、中曽根 は 「日

本 を、開戦 と敗戦 に導い た ときの指導者 には、大 きな怒 りを禁 じ得 なか った」

(柳本2007、102頁)。

国際国家 日本

 最後 に、「国際 国家 日本」 の実現 について は、 中曽根 は、 日本 の 「ワ ン ・

ステー ト、 ワン ・ランゲージ、 ワ ン ・ネーシ ョン」(中 曽根1978、192頁)を

高 く評価 してい る。彼 は単一民族国家論者である。その彼 の国際 国家論 には、

世界の諸 国での多民族 ・多 エスニ ック状況や多文化 主義 につ いての視点が欠

けていた。

 以上 をま とめてみ ると、中曽根 の 「戦後政治の総決算」 で、 もっ とも順調

に進んだのは行革(ネ オ ・リベ ラリズム)で あった。取 り残 されたのは憲法

改正であ り、挫 折 したのは靖 国神社公式参拝である。 日米安保 強化 と国際貢

献は、時代 を先取 りしていた とい う意 味で挫折 した。歴史認識 問題で は、そ

の時点で国際紛争 を解 決 したが、 それでは、1990年 代以 降の問題 の再発 を防

げなかった。
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4 「戦後 レジー ム か らの脱 却」 な ど一1990年 代 以 降 一

 中曽根 の 「戦後政治 の総決算」の後 に くる 「戦後総決算」 政策は、安倍首

相 の 「戦後 レジームか らの脱却」 である。 この間 に約25年 が経過 している。

しか し、そ のまえ に、「戦後政治 の総決算」 の後の展 開 として、1990年 代 と

2000年 代 の初期 をみてお くこ とが 必要であ る。そ の うち、2000年 代初期 は、

小 泉首相 の構造改革 と 「日本型ポ ピュリズム」 の時代で ある。2006年 に小泉

首相 を引 き継 いだのは、安倍晋三であ る。彼 は、小泉内 閣で重要ポス ト(官

房 副長官2001年4月 ～03年9月 、官房長官05年9月 ～06年9月 、その間に自

民党幹事長03年9月 ～05年9月)を 歴任 した。 中曽根 と小泉、 また小泉 と安

倍 の問には、連続 と断絶 の両面がみ られる。

1990年 代

 1989年 末に冷戦が終結 し、 ソ連が91年 末に崩壊 した。 この国際情勢 の変化

に対 して、96年4月 に橋 本龍太郎 首相(96年1月 ～98年7月)・ クリン トン

大統領(93年 ～2001年)に よって、 日米安保再定義 がなされた。それは、 中

曽根 の言葉 に よる と 「対 ソ 日米軍事同盟か ら、 アジア ・太平洋の政治軍事 同

盟」(中 曽根1996、30頁)へ の転換 であった。 中曽根 の願 いは、90年 代 に強

化 された形 で実現 された。

 国内政治では、1990年 代 には、55年 体 制が崩壊 し、自民党 の国会勢力 も一

時衰退 した。93年8月 か ら日本新党 ・細 川護煕首班 の非 自民 ・非共産8党 派

連立 内閣(～94年4月)、94年6月 か らは 日本社会党 ・村 山富市首班 の 自社

さ(新 党 さきがけ)内 閣(～96年1月)と なった。 この変動期 に、歴史認識

問題 をめ ぐる国内政 治 も劇化 した。政府側 では、細 川首相が93年8月10日 に

記者会見 で、「(この前 の戦争 につ いて)私 自身は侵 略戦争 であった、間違 っ

た戦争 であった とい うふ うに認識 をしてお ります」(細 川1993)い う見解 を

述べ た。宮澤喜 一内 閣の河 野洋平官房長官 は、93年8月4日 に、「いわゆる

従軍慰安婦 」の存在 を認め、 これに 「お詫び と反省 の気持 ち」 を表す談話 を

発表 した(河 野1993)。95年8月15日 に は、村 山首相 は 「わが 国は、遠 くな
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い過去の一時期 …植民地支配 と侵略 によって、多 くの 国々、 と りわけアジァ

諸 国の人 々に対 して多大 の損害 と苦痛 を与 え」たこ とについて、「痛切 な反省」

と 「心 か らのお詫 びの気 持 ち」 を表 明す る談話 を発表 した(村 山1995)。 こ

れに対 して、安倍晋三 な どの 自民党 などの強硬派 ナシ ョナ リス トは、 自民党

「歴 史 ・検討 委員会 」(93年8月 、安倍委員)、 自民 党 「終戦50周 年国会議員

連 盟」(94年12月 、安倍事務局 長代 理)、 「「明 るい 日本」 国会 議員連盟」(96

年6月 、安倍事務 局長代理)、 「日本の前進 と歴史教育 を考 える若手議員 の会」

(97年2月 、安倍事務局長)、 超党派 「日本会議 国会議員懇談会 」(97年5月 、

安倍副幹事長)な どを結成 して、細川談話、河野談話、村 山談話に強 く抗議

した(歴 史 ・検討委 員会編1995、443頁/日 本 の前途 と歴史教 育 を考 える若

手議員の会編1997/俵 な ど2006、68-77頁/渡 辺2007、202-205頁)。 安倍 は、

従 軍慰安婦 の河野談話 は、証言者16人 の 聞き取 り調査 につ き 「何 の裏付 け も

取 ってい ない」 と批判 していた(日 本の前途 と歴史教育 を考え る若手議員 の

会編1997、449頁)。 教科書問題で は、2001年 に扶桑社版の 『新 しい歴 史教科

書』が検定 を通過 した。 この教科書 は、安倍が支援 していた ものである(安

倍 ・岡崎2006、141頁)。

小 泉首相

 2001年 の9/11事 件後 に、小泉純一郎首相(2001年4月 ～06年9月)は 、「自

分 は大統領 と共 にいる。 テロ との戦いで大統領 を助 ける」ことを表 明 した(4)。

2003年 の アメ リカのイラク侵攻 に際 して も、小泉首相 は、 ブ ッシュ大統領 の

「大変、苦渋 に満ちた決断」 を支持 した(読 売新 聞政治部2006、134、160頁)。

自衛隊の海外派遣 は、1991年 湾岸戦争後のペルシャ湾掃海艇派遣、1992年 の

カ ンボジア派遣以来 のPKO(国 連平和 維持)活 動か ら、2001年 以降のア フ

ガニス タン空爆 に関す る米艦船 などへの イン ド洋 の給油活動(お よびイー ジ

ス艦 の派遣)、2003年 以 降のイ ラクへ の陸上 自衛 隊派遣(給 水 ・医療 支援 ・

(4)首相 就任以前の小泉 は、自衛隊のPKO派 遣 にむ しろ慎重であった(久 江2002、52-

 56頁)。
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学校 と道路の補修)と 航空 自衛隊派遣(空 輸活動)へ と、展 開 した。国際貢

献 に関す る中曽根 の意図は、1990年 代以 降の展開で、実現 されるこ とになっ

た。

 靖 国神社 公式参 拝につ いては、小泉首相 は、独特 の論理 を もち、独特の行

動 をした。小 泉首相 は、2001年11月 に中国北京郊外 の盧溝i橋を訪 れ、その 日

に 「侵略 によつて犠牲 になった中国の人 々に対 し心 か らのお詫 び と哀悼 の気

持 ち をもって、いろいろな展示(中 国人民抗 日戦争記念館)を 見 させていた

だ きました」 と感想 を述べ ていた(小 泉2001)。 彼 は2005年 には 「我が国は、

かつて植 民地支配 と侵略 によって、多 くの国々、 とりわけアジア諸国の人々

に対 して多大 の損害 と苦痛 を与 えま した」 と発言 した(小 泉2005)。 しか し、

小泉 首相 は、2001年 か ら毎年、8月15日 以外 に参拝 してお り(若 宮2006、20

頁)、 最後 の年(2006年)に は8月15日 に 「心 の問題」 として、「総理大臣で

あ る、人 間、小泉純 一郎 」が参拝 した(小 泉2006)。A級 戦犯の合祀 につ い

ては、彼 は批判者 に対 して 「現 に東条英機氏 のA級 戦 犯の問題がたびたび国

会 の場 で も論ぜ られますが、そ もそ も、罪 を憎 んで人 を憎 まず とい うのは中

国の孔子 の言葉」(衆 議院予算委員会、2005年5月16日)と 切 り返 していた。

安倍(自 民党幹事長)は 、小泉の この ような認識 を当然の ことと して、受 け

いれていた。 それは 「総理が 自然 なお気 持ちで参拝 をされ る、そ してそれを

静 かに国民 も見守 る と言 うことが、最 も正 しい姿 だろうと思 うのです」 とい

うものであった(安 倍 ・岡崎2004、145頁)。

安倍首相

 安倍首相 は、そ の施政方針演 説(2007年1月26日)で 「戦後 レジームか ら

の脱却」 を説 いた。す なわち 「終戦後の焼 け跡か ら出発 して、先輩方が築 き

上 げて きた、輝か しい戦後の 日本の成功 モデルに安住 して はな りません。憲

法 を頂点 とした、行政 シス テム、教育、経済、雇用、国 と地方の関係 、外交、

安全保障 な どの基本的枠 組みの多 くが、二十一世紀の時代 の大 きな変化 につ

いていけな くなってい ることは もはや明 らかです。…今 こそ、 これ らの戦後
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レジームを原点 にさかの ぼって大胆 に見直 し、新 たな船出 をすべ きときが来

ています。」 これは、戦後 日本政治の全 面的清算論であ る。

 この主張 は、「われわれ 自民党 もまた戦後社会 の 『呪縛』 に よって、そ の

行動範囲、思考範囲が限定 されていたのだ と思 います。何 に よって縛 られて

いたか といえば、 『敗戦』 と 『戦 前的 な ものへ の反発』 です。 戦後の 日本 に

は戦争への深刻 な反省 と同時 に、恐怖 感 にも似 た国家へ のア レルギー反応が

生 まれた。…戦後 の 日本 にはこうした 『自縄 自縛』の考えが根 強 く、最 も典

型 的な例が、憲法改正 に関する議論 です」 とい う 「戦後」 の認識 に基 づ くも

の であ った(PHP研 究所 編2006、40-41頁)。

 施政方針 は、具体 的には、 「日米同盟 を一層 強化 してい く必 要」、「米 国 と

連携 して、弾道 ミサ イルか ら我が国 を防衛 するシス テムの早急 な整備 」、「集

団的自衛権 の行使」、「北朝鮮 との拉 致問題 の解決」、「中国 とは、両国国民 に

とってお互いに利益 となるよう、戦略的互 恵関係」、「韓国 との間で も、未来

志 向の緊密 な関係」、「イラクについては、航空 自衛隊の支援活動 やNGOと

も連携 したODAの 活用 によ り、我 が国 としてふさわ しい支援 」、「ア フガニ

ス タンとその周辺で の国際的なテ ロの脅威 を除去、抑止する国際的な取 り組

み に対 し、引 き続 き協力」、「安全 保障理事 会の常任理事国入 り」、「日本国憲

法 の改正手続 き」 な どを挙げていた。

 安倍首相 が、小泉 内閣の政策 を引 き継 ぐことは、あ る意味では当然 の こと

で あった。 それは、構造改 革の継承(小 さな政府、規制緩和 、 自由な競争、

地 方分権、 セ ー フテ ィネ ッ トに、 安倍 が 「再 チ ャ レンジ」 を追加)(藤 田

2006、40-48頁)、 日米 同盟 関係 の強化(「 堂 々た る双務 関係 」へ)(安 倍 ・

岡崎2006、63頁)、 ミサ イル防衛 シスムへの参加(「 専守防衛 ・・に最 も即 し

た防衛 シスム」)(安 倍 ・岡崎2006、92頁)、 アフガニス タン ・イ ラク作戦 で

の米軍支援体制(「 日本独 自の選択」 に よるイ ラクへ の 自衛 隊派遣)(安 倍

2006、135頁)、 集団的 自衛権へ の道(「 国家が もつ 自然 の権利 」 としての集

団的自衛権)(安 倍2006、132頁)、 お よび憲法改正 ・教育基本 法の改正であ っ
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た。

 安倍 は、憲法 の前文 「われ らは、平和 を維持 し、専 制 と隷従、圧迫 と偏狭

を地上か ら永遠 に除去 しようと努めてゐる国際社会 において、名誉 ある地位

を占めたい」 につ いて、敗戦国 として連合 国への 「詫 び証 文」 の ようなもの

である、とみる(安 倍2006、122頁)。 安倍 には、日本国憲法 の評価 について、

中曽根 にみ られたよ うな一定の留保 はみ られない。天皇制 につ いて、安倍 は

「日本 では、天皇 を縦 糸に して歴 史 とい う長大 なタペ ス トリーが織 られて き

たのは事実 だ。 ほんの一時期 を言挙 げ して、 どんな意 味があるのか」 と主張

す る(安 倍2006、84頁)。 安倍の発言 には、中曽根 の戦前の天皇制観 にあ る

ような、緊張感 は認め られない。安倍 はわずか1年 間の間に、憲法改正の国

民投票法(2007年5月)を 成立 させ、 また教育 について も教育基本法の改正

(2006年12月)を 実現 した。防衛庁 につ いては、 これ を防衛省 に昇格 させ た

(2007年1月)。

歴史認識問題

 安倍 は、歴史認識 について 「その時代 に生 きた国民 の視点 で、虚心 に歴 史

を見つ め直 してみ る」 ことを説 く(安 倍2006、26頁)。 安倍 は、東京裁判 に

つ いて、「平和 に対す る罪」、「人道 に対す る罪」 を事後法 であると批判 した。

「国内法 で、かれ らを犯罪者 とは扱 わない、 と国民の総意 で決 めた」 ことを

強調す る。 したが つて、A級 戦犯 の靖 国神社合祀 をご く当然 のこ とと考 える

(安倍2006、69-71頁)。 彼 は、2007年8月 にイン ドを訪問 した とき、 コル コ

タ(カ ル カ ッタ)で パル判事 の長男 に会 いに行 った。 これは、安倍がパル判

決 は 「日本無罪」の判決 とみているか らであ る(中 里2011、3-4頁)。

 安倍 も、首相 になることに よって、そ れ以前の持論 の一 部を変更せ ざるを

得 なか った。た とえば、靖 国神社公式参拝であ る。安倍 は、 これを控 えるこ

とに した。 さ らに、安倍首相 は、村 山談話 に関 して、2006年10月5日 の国会

で 「アジアの 国々に対 して大変 な被害 を与 え、傷 を与 えた ことは厳然た る事

実」 である と述べ、 「この談話 について、新た な談話 をつ くってそれ を刷 新
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す るとい う考 えを私は今持 っていないわけであ りまして、 閣議決定 した この

文書 は、当然私の内閣 において も生 きている」 と答弁 した。 この とき河野談

話 について も 「私の内閣で変更す る もので はない」 と答弁 した(衆 議院予算

委員会)。 安倍 は、 同年10月8日 に訪 中、9日 に訪 韓 し、小泉 政策で冷 え込

んだ近隣i諸国との関係 を修復す るこ とに努めた。 ところで、2007年3月 にア

メ リカ下 院で、 日本 の従軍慰安婦 につい ての謝罪要求決議が問題 となった と

き、安倍首相 は、3月5日 の国会 で河野談話 について 「基本的 に継承 してい

く」が、「官憲が家 に押 し入 っていって人 を人 さらいの ごと く連 れてい くと

い う」「狭義の意味においての強制性」」 はなかった、 と反論 していた(参 議

院予算委員会)。 しか し、安倍 内閣が小 泉内 閣の ネオ ・リベ ラ リズムを継承

す る限 り、EPA、 FTAな どの関係で、 アジア諸国 との友好関係 を無視す

ることはで きなか った。

 安倍 の 「戦後 日本 か らの脱却」 は、歴史認識問題 について、国際関係 の現

実的考慮 によって、その真意か ら後退せ ざるを得 なかった。 この ことは、中

曽根 の 「戦後政治の総決算」 で も、 同様 であ った。 しか し、両者 の問には、

決定的な差異があ る。それは、 中曽根の 「戦前」観 には、 日本の アジア侵略

が定着 していたの に対 して、安倍 の 「戦前」観 には、 そのよ うな認識が薄弱

であるこ とであ る。

 最後 に、安倍は、2006年 のサ ッカーW杯 で、ブ ラジル出身で 日本 に帰化 し

た三都 主(サ ン トス)の 活躍 につ いて、「みんなが心か ら拍手 をお くる。 日

の丸 の旗 の もとに戦 った者 は、 出身 国が どこであろ うと仲 問であ るとい う意

識 、そ れは共 同体 にた いす る帰属 意識 」 と述 べ る(安 倍2006、80-81頁)。

さらに安倍 は 「日本 の国柄 とそ の理想 に共鳴 して、… 日本人 にな りたい人が

いたな ら、大 き く扉 を開か なけれ ばな らない。それは とりもなお さず、 日本

のダイナ ミズムにつ なが るか らであ る」 とも述べ ている(安 倍2006、158頁)。

これは、 「国際国家 日本 」論 に伴 う中曽根 の矛盾 について、エス ニ ックには

多民族で、国籍 では単一 国民 という、単一国家主義 で解決 しようとす るもの
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で あ る。

終わりに

 以上 にみて きた こ とか ら、「戦後総決算 」 につ いて、次 の ことが確 認で き

る(表2「 『戦後総決算』 の流 れ」参照)。

 第一 に、大平首相 、中曽根 首相、安倍首相 と、1970代 後半 か ら2000年 代 ま

での 「戦後総決算」 で、全体 に共通 してい ることは、小 さい政府、強い軍事

力 とい うネオ リベ ラルな政策である。 この意味では、2000年 代初期の小泉首

相の政策 も、実質的に 「戦後総決算」の一環 となっている。 あるい は、 日本

で は、ネオ リベラル的政 策が 「戦後総決算」 とい う纏 いをつ けて、登場 した

ともい えよう。

 第二 に、 中曽根 の 「戦後政治 の総決算」 で まだ抑 制 されていた憲法改正、

教育基 本法改 正、 自衛 隊の 海外 派遣、歴 史認識 問題 な どは、1990年 代 か ら

2000年 代 にかけて、 次第に解禁 され、安倍 の 「戦後 レジームか らの脱却」 で

「戦後総決算」 は、政治過程 として一定の終結 にいたっている。 このなかで、

戦前生 まれの中曽根 と、戦後生 まれの安倍 の問で、戦争体験 の有無が、政治

判断で大 きな差異 を生 んでいるこ とが、見 落 とせ ない。

 第三に、靖 国神社公式参拝 と 「歴史認識 問題」 で、 中曽根首相の とった 自

制方式は、2000年 代 に小泉首相 によつて破 られた。 しか し、安部首相 の もと

で も、外交戦術 としての 自制が復活 している。 日韓歴 史共 同研究(200-05年 、

07-10年)、 日中歴史共 同研 究(2006-10年)な ども試 み られてい る。「歴史

認識 問題」 では、一 国の国内向 けの解 決方式 に、つ ねに国際 問題化する可能

性 が、残 っている。

 第四に、 中曽根の 「戦後政治の総決算」 は、1980年 代 に 日本の経済大 国化

を承 けて、政治大 国へ の意思表示 であ った。 これ に対 して、2000年 代 では、

安 部首相の 「戦後 レジームか らの脱却」 に、政 治大 国へ の意思表示 よ りも、



表2 「戦後総決算」の流れ

期間

政治スタイル

目標

改憲

教育基本法

保守主義

ネ オ ・ リベ ア ラ リ

ズム

ナ シ ョナ リス ト

日本とアジァ

靖国神社参拝

歴史認識問題

日米関係

日米安保

自衛隊の海外展開

大平政権

1978.12.7^-

80.6.12

ア ー ウー 宰相

戦後の総決算

護憲

保守本流

小さい政府

田園都市国家

日中国交回復

実行

同盟関係

関心

中曽根政権

1382.11.27^-

1987.11.6

パ フ ォ ー マ ン ス/ロ

ン ・ヤ ス関 係

ロゴ ス

戦後政治の総決算

一時停止

改正できず

新保守自由主義

行財政改革

国鉄分割 ・民営化

国家 ・国民 ・国民共

同体

アジア侵略の認識

中止

気配り

ロ ン ・ヤ ス関係

強化志向

強い関心だが実現せ

ず

宮澤 ・細川 ・村山 ・

橋本政権

1990年 代

細川談話、河野談話、

村山談話

樋 ロ レポ ー ト、 ナ イ ・

レポ ー ト、 再 定 義

小泉政権

2001.4.26^

2006.9.26

パ フ ォーマンス/小

泉劇場
パ トス

聖域なき構造改革

改憲志向

改正志向

ネオ ・リベラリズム

(竹中平蔵)

構造改革
郵政民営化

新 しいタイプ

アジア侵略の認識発

言

強行

無神経

ブッシュJrの 驚 く

ほど親米

対米協力の実践

非常に積極的になる

安倍政権

2006.9.26^

2007.9.26

美 しい国へ

戦後レジームからの

脱却

国民投票法

改正

保守主義十ネオ ・リ
ベラリズム

小泉継承

復古的タイプ

東京裁判の否定

断念

個人として戦前日本

の肯定、首相 として

政治判断

ともに汗をかく関係

積極的、防衛省昇格

(出所)筆 者作成

ま

如1

ド

Q{II
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国 内のナシ ョナ リズ ムとの共鳴が 目立っている。 ここには、格差社会が進行

している国内の不安定状況が、 反映 しているのか もしれない。

 第五 に、 「戦後総決算」は、 どれ も 「戦後」 を意識 している とい う意味で、

「戦後」現象 である。 したが って、ポス ト 「戦後」の世代が増 えて くるなかで、

次第 に 「戦後総決算 」 とい う政治用語 の使用価値 は、減衰 してい くもの、 と

思われ る。
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